
１．団体の概要（令和7年4月1日現在）

40,000 22,000 55.0

（参考①） 役職員の年齢構成 （単位：人）

常勤役員 非常勤役員 常勤職員※ 非常勤職員

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 3 3 0

1 0 37 0

1 3 40 0

※うち京都市からの派遣職員は0人

（参考②） 積立金、不動産の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－ 百万円

－ 百万円

－ ㎡

－ ㎡

京都地下鉄整備株式会社

平均年齢
（歳）

役員 職員

10～20歳代

30歳代

代表取締役　中山誠昇

京都市山科区安朱中小路町15番地の4

代表者（職・名）

所在地

電話番号

基本財産（又は資本金）（千円）

ホームページアドレス

075-502-9001 設立年月日

－ －

63.9

交通局高速鉄道部管理課　075-863-5213

⑴　鉄道車両の整備
⑵　鉄道施設の整備
⑶　電気設備の整備

⑴　高速鉄道電力・電気設備点検の監理
⑵　高速鉄道建築・機械設備等の監理
⑶　高速鉄道車両の検査・整備等の監理
⑷　高速鉄道の駅電気設備の監理
⑸　北大路バスターミナル等の電気・機械設備等の監理

40歳代

50歳代

基金、積立金等（退職引当金は除く）

主な基金、積立金名 想定される主な使途 期末残高

－ －

事業目的

業務内容

昭和56年4月20日

市出資・出捐金（千円） 市出資割合（％）

http://kyoto-ss.co.jp/

所管部局
（局・室・電話番号）

－

－ －

60歳代～

合計

土地、建築物の保有状況

主な不動産の種類、場所 想定される主な使途 敷地・延床面積

－

http://kyoto-ss.co.jp/


（参考③）京都市の政策と団体活動の関連性 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関連する本市の行政計画等とその方向性

概要

計画名

上記計画に関連する団体の事業や取組

高速鉄道の電力関係、車両関係、駅施設関係の点検、整備に係る監理業務及び修繕業務
（交通局OB職員や民間会社からの出向等を活用することにより、低コストで業務を行い経費削減を図る）

京都市交通局市バス・地下鉄事業経営ビジョン【改訂版】（2021-2028）

https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000295419.html

平成31年３月に策定した経営ビジョン(2019-2028)の改訂版として、市バス・地下鉄事業の経営計画とするととも
に、京都市基本構想を具体化するため、全市的観点から取り組む主要な政策を示す「はばたけ未来へ!京プラン
2025(京都市基本
計画)」の政策分野ごとの計画として位置付けたもの

計画における
記載

持続可能な安定経営に向けた経営健全化策
【事業運営の基本方針】
◇ 安全運行維持のための車両・設備の維持更新（P16）
  交通事業者の最大の責務である輸送の安全を確保し、お客様に安全・安心に御利用いただくためには、適切
な車両・設備の維持更新は欠かすことができません。
  今後も極めて厳しい経営状況となることが見込まれるため、安全運行に関わらないものは一定見直しを図り
ますが、更新時期を迎え老朽化した車両・設備の維持更新は計画的に行う必要があります。

（３）経営健全化策
④ 業務の見直し等による経費削減の推進（P23）
  その他，様々な観点から業務の見直しにより経費削減を図ります。

https://www.city.kyoto.lg.jp/kotsu/page/0000295419.html


２．財務面の概要 （単位：千円）

令和7年度

予算 実績 予算 実績 予算 実績（※） 予算

経常収益 235,805 236,377 232,080 233,405 232,500 233,984

経常費用 233,900 233,890 231,600 232,191 232,300 233,380

当期経常増減額 1,905 2,487 480 1,214 200 604

1,375 2,031 210 560 20 294

資産合計 - 231,875 - 233,431 - -

負債合計 - 25,883 - 26,880 - -

- 205,992 - 206,552 - -

累積損益額 - 194,792 - 195,352 - -

（参考④） 財務指標 （単位：％）

令和4年度
決算

令和5年度
決算

令和6年度
決算（※）

0.0 0.0

88.8 88.5

1.1 0.5

1.1 0.5

（参考⑤）京都市からの補助金等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

令和4年度
決算

令和5年度
決算

令和6年度
決算（※）

令和7年度
予算

0 0 0

0 0 0 0

236,044 233,243 257,692

236,044 233,243 0 257,692

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0

－

自
立
性

市補助金割合
市補助金収入
――――――

経常収益

安
定
性

自己資金率
純資産合計
―――――
資産合計

収
益
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売上高経常利益率
経常収益－経常費用

―――――――
経常収益

総資産経常利益率
経常収益－経常費用

―――――――
資産合計

補
助
金

そ
の
他

高速鉄道等の施設、車両の点検整備等の監理

小計

小計

－

貸
付
金

－

小計

小計

委
託
料

令和6年度令和4年度 令和5年度
主要財務数値

当期純利益

純資産合計

小さいほど
自立性が高い

大きいほど
安定性が高い

大きいほど
収益性が高い

大きいほど
収益性が高い



３．目標及び実績 

⑴ 業務面 

目標 「監理業務等の的確な遂行による安定的な経営」 

令和 6年度

の目標 

業務研修及び安全研修において、交通局の研修内容と連携を図り、社員の安全

意識をさらに向上させることにより、市営地下鉄の車両・施設・設備における点

検・整備時の監理業務をより一層的確に遂行する。 

令和 6年度

の取組結果 

（※） 

 

令和 7年度

の目標 

業務及び安全研修において、交通局の研修内容と連携を図る。交通局のヒヤリ

ハット事例の共有や業務安全マニュアルの見直し等社員の安全意識をさらに向

上させ、市営地下鉄の車両・施設・設備における点検・整備時の監理業務をより

一層的確に遂行する。 

 
指標 売上高（安定した売上高の維持） （単位：千円） 

目標と実績 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績（※） 目標 

235,800 236,044 232,000 233,243 232,300  233,560 

 
 ⑵ 財務面 

目標 「安定的な経営」 

令和 6年度

の目標 

監理業務を的確に遂行することにより確実な受注を得る。また、消費税等の電

子申告をはじめ各種手続きにおいてICTの活用を検討し、経費の削減に努め、安

定した経営を行う。 

令和 6年度

の取組結果

（※） 

 

令和 7年度

の目標 

監理業務を的確に遂行することにより確実な受注を得る。また、委託業務内容

及び業務量を勘案し、係の見直し等適切な人員配置を検討する。 

 
指標 決算における当期純損益金額（収支均衡の維持） （単位：千円） 

目標と実績 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績（※） 目標 

1,375 2,031 210 560 20  294 

 



 
⑶ 組織面 

目標 「安定した人材確保」 

令和 6年度の

目標 

地方公務員法改正に伴って交通局職員の定年が引き上げられたことによる影響

を注視しながら、交通局や民間会社等とより一層連携を図り、業務運営に必要な

人材の確保に努める。 

 また、高年齢雇用従業員の定年年齢の引き上げについて、引き続き検討する。 

令和 6年度の

取組結果 

（※） 

 

令和 7年度の

目標 

交通局職員の定年引上げに伴う影響を注視しながら、交通局や民間会社等とよ

り一層連携を図り、業務運営に必要な人材の確保に努める。 

 また、交通局との給与格差を考慮し、給与の増額を検討するとともに、高年齢

雇用従業員の定年年齢の引き上げ、定年延長終了後の嘱託職員制について検討す

る。 

 
指標 人員体制の維持 （単位：人） 

目標と実績 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績（※） 目標 

42 41 42 41 42  42 

 

 

４．令和６年度の経営評価（令和５年度の経営状況に対する評価） 

⑴ 所管局による評価 

財務面 

令和 5年度決算においては、建築・機械設備等の各監理業務は増加したものの、駅

弱電設備等保守管理業務及び自動出改札設備保守管理業務が監理対象から外れたこ

とや、東西線車両の全般重要部検査の対象となる編成数が 4 編成となり、1 編成減に

なったこともあり、収益は減少した。しかし、できる限り経費の抑制に努めた結果、

当期純利益は、前年度より下回ったものの、引き続き、黒字決算を維持できたことは

評価できる。 

また、これまで、適正な人員配置・効率的な業務運営を推進されるとともに、質の

高い人材を安定的に確保できるよう努めている。今後も引き続き、必要な体制確保し

たうえで、更なる経費の抑制を推進するとともに、的確な業務遂行により確実な受注

を得るなど、収支均衡の維持に努め、安定的な経営に向けて取り組んでいただきたい。 



事業面 

京都地下鉄整備株式会社は、高速鉄道の車両関係や電力設備の保守管理を行うにあ

たり、外注先が多岐にわたり現場作業が輻輳することから、交通局に代わって総合的

な工程管理と現場作業の管理を行うことを目的として、設立された。 

令和 5年度においても、高速鉄道の電力関係、車両関係、駅施設関係の点検、整備

に係る監理業務、修繕業務に取り組まれている。高速鉄道の運行に不可欠な車両や電

力設備の保守に係る監理業務を、知識と経験が豊富な交通局 OB 職員や民間会社から

の出向等を活用することにより低コストで行っており、高速鉄道の安全な運行を維持

するという特殊性の高い業務の担い手として、交通局との強い連携が求められる中、

高速鉄道事業の安全運行に寄与している。 

今後も引き続き、本市の高速鉄道事業における車両・施設・整備における保守管理

や更新時の監理業務等を的確に遂行するために、質の高い技術力の確保や経費抑制に

努め、安定した事業運営を行っていただきたい。 

 

 ⑵ 外郭団体総合調整会議による評価 

元交通局の職員の採用や、民間会社からの出向職員の受入れ等によって、団体に求められる専門

性を発揮し、京都市の地下鉄事業に寄与している点は評価できる。 

一方、交通局職員の定年延長や、全国的な担い手不足等により、今後ますます人材確保が困難と

なることが危惧される。交通局との連携の下、将来の組織体制を見据え、人材確保対策や、デジタ

ルツールの導入等による生産性向上の取組を進めていただきたい。 

 


